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 東京都の防災計画では避難場所までの距離，有効面積等を考慮して避難場所の設定が行われている．しかし，実

際の震災時には建物の倒壊等により道路が閉塞され移動距離が増加する事が考えられる．本研究では地域の道路特

性が，避難場所までの移動距離に与える影響を分析し，震災時における移動距離を一つの指標として避難場所の設

定を行うことの有効性を検討することを目的としたものである． 
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1.はじめに 
 

兵庫県南部地震における道路の被害は甚大なも

のであった．その被害は幹線道路のみならず，地

域のコミュニティー内においても道路への建物等

の倒壊や段差の発生などにより相当数の道路が通

行不能となり，避難や救助活動に影響を与えた．

道路閉塞には地域の建物特性（木造，RC 造等・

年代・階層）と道路の幅員が大きく関係してくる．

図-１に示す通り，幅員別の閉塞率を見ると，幅員

4m 未満の道路においては 40％以上の区間におい

て歩行者の通行さえできなくなっている．避難場

所までの移動距離を調査した文献 1)によると，被

害の大きかった東灘区においては表 1 に示す通り，

道路内建物倒壊率が 20％弱であるにもかかわら

ず，通常時の避難経路と比較して震災時には 2～
2.5 倍の距離を有した地区があったことが報告さ

れている． 
一般的に道路幅員が広くなると建物等の倒壊物

が道路を閉鎖して通行が不能になる可能性は低く 
なるが，一方で道路の幅員が狭い場合でも道路網

が細かく，選択可能な道路が多数存在したため目

的地に到達するまでの距離の増加は低く抑えられ

たという報告もなされている．複雑な道路網はネ

ットワークの冗長性を向上させるといえる． 
また避難場所の設定については避難場所の有効

面積と避難場所までの距離を考慮して行われてお

り定期的に見直しがなされている．しかし，避難

場所までの距離に関しては震災時に避難場所まで

の移動距離が増加する事を考慮していない． 

  木造全数

道 路 内 倒 壊

数 道路内倒壊率

中央区 249 19 0.08

灘区 241 63 0.26

東灘区 412 75 0.18

芦屋市 310 64 0.21

西宮市 413 46 0.11

計 1625 267 0.16

図-1 幅員別道路閉塞状況 2) 
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表-1 建物の道路内倒壊率 1) 



以上の事から，本研究では地域の持つ道路特性

として震災の際の避難場所までの距離増加を考慮

した避難場所の設定を提案する事を目的とする． 
 
2.東京都の土地利用概要 
2.1 用途地域 

現在指定されている用途地域は平成８年５月

に見直しを行ったもので，表-2 に示す 12 種類の

用途地域が指定されている． 
平成 8 年の用途地域見直しでは業務商業施設の

外延的拡大を抑制するよう第一種低層住居専用地

域，第一種中高層住居専用地域及び第一種住居地

域への移行の割合が高くなっている．住居系用途

地域は商・工業系用途地域への移行に伴い，

253.5ha 減少している．商業系用途地域は住・工

業用と地域からの移行に伴い，290.1ha 増加して

いる．工業用用途地域では，工場等の転出に伴い，

共同住宅等に土地利用が転換された地区等で

82.0ha が住居用用途地域に移行したが，羽田沖合

展開部等を新たに市街地化区域に編入し，工業系

用途地域に指定したことにより 883.5ha 増加した． 
 

用途地域 

第１種低層住居地域 

第２種低層住居地域 

第１種中高層住居地域 

第２種中高層住居地域 

第１種住居地域 

第２種住居地域 

準居住地域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

工業専用地域 

 
 
2.2 道路特性 

地区面積に対する道路面積：道路率 
地区面積に対する道路総延長：線密度 
とそれぞれ定義されている．道路率が同程度の地

域でも線密度が大きいと複雑な道路網が形成され

ているといえる．それに対し線密度が小さいと，

簡単な道路ネットワークが形成されているとされ

る．世田谷区における町丁目ごとの道路率と線密

度の分布を示したのが図‐2 である．これによる

と，分布にはばらつきがあり道路面積が広く線密

度の高い地域があればその逆もある事がわかる． 
 
 

2.3避難場所 

区部の避難場所は，主として，大震火災時の市

街地大火から都民の生命を守るため，あらかじめ

安全な場所を確保するものであり，東京都都市計

画局において安全性の検討を行い，東京都震災予

防条例第37条に基づいて指定している． 

多摩地域については，市街地大火の危険性が区

部と比べ相対的に低いなどの理由から，区部と同

様に指定する考え方はとっていないが，災害対策

基本法第42条第2項第2号により，それぞれ独自に

地域防災計画の中で避難場所を定めている． 

候補地としての基準は，その敷地の短辺が300m

以上，面積10万㎡以上の空地を目安とし，これ以

下の場合は，周辺市街地の状況により安全な面積

が確保できるか検討することとしている．この候

補地には，一般的な｢更地｣のほか，緑地帯や公団

住宅のような耐火建築群も含まれるが，内部に木

造建築物が存在する場合，建ぺい率は2%以下が好

ましく，木造建築が偏在して群を形成するときは，

安全な面積から周囲50mを除いている．また，市街

地の状況から，避難しなくても避難場所と同程度

の安全を有する地区を地区内残留地区として指定

している． 

また，避難方式については以下の２つが定めら

れている． 

・ 一時集合場所に集合したの後，避難場所へ避

難（２段階避難）…避難場所に至る前に身近

な小公園等に避難者が一時的に集合して集団

を形成し，秩序正しい避難態勢を整える場所

図‐2 線密度と道路率の分布 

表-2 土地利用の用途分類 



として，区が事前に選定するもの． 

・避難場所への直接避難 

都における避難方式は，前記の２段階避難方式

を基本とするが，避難の勧告や指示を行う時間

的余裕がない場合や地域の実情や災害の状況に

より，避難場所への直接避難する場合もある． 

 
3.サンプル地区選定の現状 
3.1 土地利用についての調査 
サンプル地区の選定にあたり世田谷区の土地利

用についての調査を行った．土地利用に関しては

その用途が都で指定されており，用途ごとに容積

率の他建築規制がなされている．現在表-2 に示す

１２の用途に分類されている． 
東京都の整備方針として環状線七号線の内側に

ついては中高層住宅として整備するとある．渋谷

区，杉並区に関しては環状線の内側は中高層住宅

地域として利用されているが世田谷区は環状七号

線の内側であっても低層住宅地域として利用され

ている地域が多い． 
準工業地域が区内に５ヶ所指定されているがそ

の規模は小さい．工業地域，工業専用地域がない

のに加え商業地域においても工場の建設は可能で

あるが世田谷区内においては，広域の商業地域が

ないため大規模な工場はないといえる．容積率は

ごく一部で 500%までと指定されている地域があ

るが，その地域を除いてほぼ全域で 100～300％
に指定されている．また，狛江市に隣接する多く

の地域が 100％までに指定されている．世田谷区

のほとんどの地域は下記２つの用途に分類される．

この事から大規模な建築物が多く建つ地域はかな

り限られていると言える． 

・ 第１種低層居住地域 

公衆浴場，老人ホーム，診療所兼用住宅などに限

って建築を許可． 

・ 第 1 種中高層住居専用地域 

住宅のほか学校，工場，ボーリング場，ホテル 1500

ｍ2超または３階建て以上の事務所，店舗などの建

築を禁止． 

 

3.2 東京都における重点整備地域 
平成７年，都は兵庫県南部地震を契機に，地域

防災計画の修正を行い，その中で地震に強い都市

づくりの一層の推進を図るため，防災都市づくり

推進計画を策定することとした．これは，図-4 に

示すように「木造住宅密集地域整備プログラム」

として，木造住宅密集地域における基礎的安全性

の確保とともに，良質な住宅の供給や良好な住環

境の形成を図るための方策を示すものである．震

災時に大きな被害が想定される地域として設定し

た 25 の重点整備地域について，整備の基本的考

え方とともに各地域ごとの整備方針を示している．

更に重点整備地域の中から緊急に整備を進めるべ

き地区として選定した 11 の重点地区の計画方針

について述べている． 

23 区及び多摩 8 市（武蔵野，三鷹，府中調布，

小金井，国分寺，保谷及び狛江）のうち，木造住

宅密集市街地及びその周辺地域を主な対象として，

防災都市づくりにかかわる諸施策を積極的に展開

することを目的に策定されている． 
世田谷区では，図-5に示すように豪徳寺 2丁目，

木造住宅密集地域
整備プログラム

重点整備地域

１　大田区大森中地域
２　大田区西蒲田地域
３　林試の森周辺・荏原地域
４　世田谷区役所周辺・三宿・太子堂
地域）
５　南台・本町（渋）・西新宿地域
６　杉並区高円寺南地域
７　中野区大和町・野方地域
８　南長崎・長崎・落合地域
９　東池袋・大塚地域
１０　池袋西・池袋北・滝野川地域
１１　板橋区大谷口周辺地域
１２　文京区千駄木・向丘地域
１３　西ケ原・巣鴨地域
１４　北区十条地域
１５　北区志茂地域
１６　荒川区荒川地域
１７　台東区浅草北部地域
１８　足立区千住地域
１９　足立区西新井駅西口一帯地域
２０　江東区北砂地域
２１　墨田区北部・亀戸地域
２２　江戸川区平井地域
２３　葛飾区立石・四つ木・堀切地域
２４　松島・新小岩駅周辺地域
２５　江戸川区南小岩地域

１　大森中地区〔大田区〕
２　林試の森周辺（荏原北・目黒本町）
地区〔品川区・目黒区〕
３　世田谷区役所周辺地区
〔世田谷区〕
４　中野南台地区〔中野区〕
５　東池袋地区〔豊島区〕
６　十条地区〔北区〕
７　大谷口地区〔板橋区〕
８　町屋・尾久地区〔荒川区〕
９　西新井駅西口周辺地区〔足立区〕
１０　鐘ケ淵周辺地区〔墨田区〕
１１　立石・四つ木地区〔葛飾区〕

重点地区

重点整備地域の中
から緊急に整備を
進めるべき地区とし
て選定した11地区

図-4 重点整備地域について 



梅丘 2，3 丁目，世田谷 1，3，4 丁目，世田谷 1
～5 丁目が重点整備地区として指定されている． 
世田谷区における重点地区 

重点地区に指定されている世田谷区役所周辺の

用途地域図が図-6 である．世田谷区の多くの地域

で指定されている第１種低層住居専用地域，第１

種中高層住居専用地域の他，第１種住居地域，近

隣商業地域に指定される地域がある．世田谷線以

北世田谷区役所にかけて近隣商業地域，世田谷駅

周辺が第１種住居地域となっている． 
 
 

 

この土地の現況を以下にまとめる． 
1）この地区の土地利用は基本的に住宅系であ

るが，幹線道路沿道には商業施設の立地も多

く，また東急新玉川線三軒茶屋駅周辺は区内

でも有数の商業集積地となっている．地域内

は細街路や行き止まり道路が多く都市基盤

が未整備であるため，接道不良住宅が多く，

老朽化した建築物の密集した市街地となっ

ている．細街路整備と建替えによる木造密集

地域の解消や，広域生活拠点の整備による土

地利用の適正化が課題である． 
 ２）都市計画道路の玉川通り（放射 4 号線），

世田谷通り（補助 51 号線）， 茶沢通り（補

助 210 号線）及び環状 7 号線などはほぼ完成

しているが，補助 26 号線，淡島通り（補助

52 号線），補助 154 号線は事業中や未着手と

なっている．これら都市計画道路と沿道市街

地の不燃化による延焼遮断帯の形成及び避難

経路の確保が課題である．また，主要生活道

路は未整備の区間が多く道路ネットワークが

形成されていないため，消防活動困難区域の

存在など防災上・交通安全上に問題を抱えて

いる． 
 ３）地域内では近隣公園・街区公園ともに不足

しており，オープンスペースの確保と整備が

課題である．現在，地域を東西に横断してい

る烏山川緑道は避難経路としての改修を進め

ている． 
 ４）当地域の平均不燃領域率は，32％である．

地域の中には災害時の基礎的安全性が確保

されていない市街地（不燃領域率 40％未満）

が約 191ha ある． 
これら現状をふまえて．区では整備課題と適用

事業を以下の擁に設定している． 
主要な整備課題 
・ 消防活動困難区域の解消 
・ 避難場所予定地及び区役所周辺の建替え不燃

化の促進 
・ 避難路，延焼遮断帯の整備 
・ 木造密集市街地の建替え促進と地区内道路，

広場等の整備  
主な適用事業 
・ 街路事業 
・ 木造住宅密集地域整備促進事業 
・ 防災生活圏促進事業 
・ 都市防災不燃化促進事業 
・ ふれあい商店街づくり事業 

位置 面 積 現況 

若林 1~5 丁目 
梅丘 2~3 丁目 
世田谷 1，3~4
丁目 
豪徳寺 2 丁目 

約 124ｈａ 

人口 18549 人

9385 世帯 
不燃領域 44%
不燃化率 32%
幅員 6m 以上

道路率 5% 

図-5 整備対象地域 

三 軒 茶 屋

図-6 整備対象地域の用途地域 

表-5 世田谷区内の重点整備地域の概要



表-4 両側から建物が倒壊した場合

の倒壊幅の合計値とその発生確率 

表-3 年代別構造別震度の全壊率 

・ 身近なまちづくり支援街路事業 
 

また重点整備地区に指定されている世田谷区役

所周辺については都市基盤が未整備のまま市街化

が急速に進行したため，細街路(幅員４ｍ未満)が
多く市街地が密集しており，広い範囲で防災上の

危険性が高くなると予想される．幅員６ｍ以上の

道路も少なく，細街路が約４０％を占めている地

域である．若林４丁目，世田谷４丁目がこの地区

に該当する． 
 
4.道路閉塞を考慮した避難経路 
 震災時に道路が閉塞した場合の距離増加の解析

で考慮した点を以下に説明する． 
4.1 建物倒壊について 

東京消防庁が大規模地震を想定した被害予測に

ついての研究を行っている．この中で地域の車両

通行の可能性を扱っているが，これは車両自体の

通行を考慮したものであり，住民の避難について

考慮したものではない．しかし建物の倒壊が道路

の閉塞に与える影響を考える際に利用できるもの

でありこの研究の一部を今回の解析に応用するこ

ととする． 

東京消防庁は，年代別構造別の震度ごとの全壊

率を表-3 のように設定している．本研究では世田

谷区内の建物全壊率が均一であると仮定して全壊

建物数の算定を行う．そして，道路対面率を用い

て，次式により，道路に対して倒壊する建物数を

算出する． 
建物全壊数×道路対面率×（倒壊数／全壊数）

＝道路に対して倒壊する建物数 
道路対面率とは地区において道路に面している

建物数の建物全数に対する割合ある．建物の被害

が甚大でも道路に面していない場合は道路閉塞に

は影響を及ぼさない事を考慮するパラメーターで

ある．している．これは実測によらず以下の式で

推定できるとされている．この式は東京都を対象

としたものであり実測値とこの式を用いた予測値

を比較しても精度よく推定できるものとされてい

る． 
道路対面率＝2360.39×（線密度）+0.18×（平

均建ぺい率）‐5.05 
なお，倒壊数／全壊数は兵庫県南部地震におい

て全壊した建物のうち道路閉塞に影響を与えた

建物数の割合である． 
 

4.2 閉塞パス数の算定 
表-4 は兵庫県南部地震において両側から建物が

倒壊した場合の倒壊幅の合計値とその発生確率を

まとめたものである．これを利用して閉塞される

パスを算定する．各地域内に含まれる幅員別のパ

ス数に表-47)の確率を乗じて，幅員ごとの閉塞パ

ス数を求める． 
 
 
 

倒 壊 幅 の 合 計 値 発 生 確 率 (%)

2m 以 上 98
3m 以 上 94
4m 以 上 83
5m 以 上 67
6m 以 上 46
7m 以 上 25
8m 以 上 11
9m 以 上 4
10m 以 上 1
11m 以 上 0.3  

 
4.3 距離増加率の算定 

先に求めた幅員ごとの閉塞パス数分を，パスに

接する街区の建物倒壊数が多い順に閉塞すること

とした．平常時は避難場所までの 短距離を通行，

震災時は閉塞パスを避け避難場所まで移動するこ

ととし，その距離増加率を求める． 
 

５.解析結果及び考察 

5.1 道路率と距離増加率の傾向 
解析するにあたり道路率と距離増加率の関係に

ついてその傾向を確かめる事とした．世田谷区を

対象地域とし成城四丁目，北烏山六丁目，瀬田四

 震度 ６弱 ６強 7 

 地表加速度(gal) 478 637 849 

木造 

～Ｓ３５ 11.3 32.0 67.0 

Ｓ３６～Ｓ５５ 7.5 20.5 45.0 

Ｓ５６～ 2.0 6.0 12.0 

Ｓ造 

～Ｓ４６ 7.7 22.0 45.0 

Ｓ４７～Ｓ５６ 2.6 7.0 15.0 

Ｓ５７～ 1.2 3.0 7.5 

ＲＣ造 

～Ｓ４６ 14.5 22.2 35.0 

Ｓ４７～Ｓ５６ 4.5 9.7 21.0 

Ｓ５７～ 0.2 2.1 7.0 



丁目が線密度の低い地区，深沢三丁目，下馬三丁

目，桜丘三丁目を対象地区として，解析を行った．

距離増加率と線密度の関係を表-5 にまとめた．成

城四丁目，北烏山六丁目，瀬田四丁目が線密度の

低い地区，深沢三丁目，下馬三丁目，桜丘三丁目

が線道度の高い地区となっている．距離増加率と

道路率の関係を図-3 に示す．綿密度の低い地区で

は道路率の違いにより綿密度の高い地区に比べて

距離増加率に開きがあることが分かる． 
 
 
 

  距離増加率 綿密度 

成城四丁目 110 0.028

北烏山六丁目 － 0.032

瀬田四丁目 101 0.033

深沢三丁目 104 0.044

下馬三丁目 102 0.048

桜丘三丁目 102 0.041

 

 
 
5.2 サンプル地区の距離増加率 
解析地区として図-4 に示した豪徳寺 2 丁目，梅

丘２～３丁目，世田谷１，３～４丁目，世田谷１

～５丁目をあげる．この地域については木造密集

市街地であり，東京都が整備対象地域として指定

している．解析は重点地区に指定されている世田

谷 3,４丁目と豪徳寺２丁目のうち世田谷３,４丁

目につい

て行った． 
両地域

について

その距離

増加率を

求めた結

果世田谷

３丁目は

50％，世

田谷４丁

目は 20%
となった．

今回解析

を行った

この地域については避難場所が国士舘大学一帯と

指定されており隣接しているため，他の避難場所

への移動と比較は行わなかった． 
 

避難場所の再検討 
重点地域については避難場所が比較的近隣にあ

りその再検討の必要はなかった．避難場所の候補

地が複数考えられる地域について，距離増加率を

考慮した避難場所の再検討を行った． 
対象とする地域は弦巻 1 丁目とした．この地域

は馬事公苑・東京農業大学一帯が避難場所と指定

されているが同程度の距離に駒沢公園があるため，

この 2 つを候補地として解析を行った． 
 
図-7は解析対象地域の弦巻 1丁目とその周辺の

用途地域指定図である．第 1 種低層住居専用地域

と第 1 種中高層住居専用地域が大部分を占めてお

り，他にも住居系の用途地域が点在する．商業系

用途地域が一部存在する他，準工業地域に指定さ

れている地域もある．対象地区の道路対面数を示

したものが図-8 である． 
 
 
 
 
 
 

表-5 距離増加率と線密度 

図-3 道路率と距離増加率の傾向 

駒沢公園 

馬事公苑

弦巻 1 丁目 

図-7 解析地区の用途地域 



 
表‐6，表-7 に平常時及び震災時における各避

難場所までの距離を示す. 
平常時においては 12 ポイント中７ポイントで

馬事公苑・東京農業大学までの距離の方が短いが，

震災時になると 12 ポイント中 11 ポイントで駒沢

オリンピック公園までの移動に要する距離の方が

短くなったという結果になった． 

 
表 7 は今回対象とした 2 つの避難場所候補地の

避難計画人口とその有効面積である．避難計画人

口は，その避難場所を利用する町丁目における昼

間人口と夜間人口を比較して多い方の人数を用い

て計算を行う．弦巻 1 丁目については昼間人口が

3245 人，夜間人口が 3721 人となっている． 
また，先に述べた通り，避難場所の条件として敷

地内の建物，道路，池などを除き利用可能な避難

空間として原則として１人当たり１㎡を確保でき

ることとあり，これを考慮すると，駒沢オリンピ

ック公園は約１０万人，馬事公苑，東京農業大学

は約２０万人，それぞれ収容人口に余裕があると

考えられる．駒沢オリンピック公園の収容人数を

考慮しても弦巻１丁目については避難場所を変更

した方が望ましいと考えられる． 

 

 
馬事公苑・東京農業大学一帯に避難する際に通

過する弦巻 3 丁目，弦巻 4 丁目，弦巻 5 丁目の道

路線密度を示したものが表-9，駒沢オリンピック

公園一帯に避難する際に通過する弦巻 2 丁目，駒

沢 3 丁目，駒沢 4 丁目の道路線密度を示したもの

が表-10 である． 
道路線密度を比較すると駒沢公園一帯に避難す

る際に通過する地域の方が道路線密度が高いこと

が分かる．世田谷区の道路線密度の平均が 0.023

弦巻１丁目 

ポイント 

駒沢公園 

(震災時)m 

馬事公苑 

(震災時)ｍ 

距離の差

ｍ 

1 1632 1977 345

2 1303 2032 729

3 1411 2075 664

4 1688 1987 299

5 1629 1972 343

6 1768 2066 298

7 1853 1718 -135

8 1573 1916 343

9 1447 1670 223

10 1691 1802 111

11 1514 1856 342

12 1250 2021 771

弦巻１丁目 

ポイント 

駒沢公園 

(平常時)m 

馬事公苑 

(平常時)ｍ 距離の差

1 1413 1350 -63

2 1134 1593 459

3 1288 1497 209

4 1449 1294 -155

5 1347 1396 49

6 1497 1259 -238

7 1574 1181 -393

8 1404 1352 -52

9 1325 1505 180

10 1477 1334 -143

11 1419 1391 -28

12 1178 1450 272

避難場所名 
駒沢オリンピ

ック公園一帯 
馬事公苑・東

京 農 業 大 学

一帯 
総面積(㎡) 507900 558200 
有効面積(㎡) 259700 290400 
避 難 計 画 人 口

(人) 
157600 94200 

一人当たり面積

(㎡/人) 
1.65 3.08 

表-6 平常時における移動距離の差 

表-8 避難場所の概要比較 

表-7 震災時における距離の差 

図-8 街区ごとの道路対面数 



であることから，線密度が避難場所までの距離増

加に関係していると考えられる．解析を行った結

果を見ると道路線密度の高い地区は，建物の被害

が多く，閉塞される道路数が多い場合も距離増加

率の極端な増加は見られなかった． 

 
町丁目 細街路率 線密度（m/㎡)

弦巻１ 0.26 0.026

弦巻３ 0.30 0.021

弦巻４ 0.22 0.020

弦巻５ 0.37 0.021

馬事公苑 0.28 0.020

 
町丁目 細街路率 線密度（m/㎡)

駒沢３ 0.42 0.026

弦巻１ 0.26 0.020

弦巻２ 0.55 0.029

駒沢公園 0.39 0.026

 
道路線密度を比較すると駒沢公園一帯に避難す

る際に通過する地域の方が道路線密度が高いこと

が分かる．世田谷区の道路線密度の平均が 0.023
であり，道路線密度の高い地区と低い地区の結果

の違いに表れたのではないかと考えられる． 
6.結論 

解析を行った結果を見ると道路線密度の高い地

区は，建物の被害が多く，閉塞される道路数が多

い場合も距離増加率の極端な増加は見られなかっ

た．広域避難場所の設定についてはその収容人数

等，他の要素についても考慮が必要なため一概に

は言えないが，今回解析した通り距離増加を考慮

した，震災時の物理的な距離によって設定する事

で，より有効な避難計画となるのではないかと考

える． 
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In the emergency plan of Tokyo Metropolis, distances to refuge places as well as effective areas are taken 
into consideration to set up those refuge places. 
Some roads, however, are possibly blocked at the time of earthquake disaster due to the collapse of 
buildings and so on. 
Therefore, the distances that sufferers transport sometimes increase. 
The influence that a building structure ratio, road line density and a road rate gave to the transport 
distance to the refuge place is analyzed. 
The transportation distance at the time of the earthquake disaster is proposed as one index of a setup of 
refuge places from that result. 
The evaluation of the refuge place and reexamination were done for a couple of areas inside Tokyo 
Metropolis as an example. 

表-10 駒沢公園を避難場所とした場合に

通過する地区の線密度と細街路率

表-9 馬事公苑を避難場所とした場合に 

通過する地区の線密度と細街路率


